
 

計画推進体制 

本計画の実現にあたっては、住宅部局のみならず、住宅施策に関連するまちづくり、防災、

福祉、環境などの庁内部局及び国や東京都と、より一層の相互連携・協調を図り、継続的かつ

効果的な施策に向けて取り組み、総合的・一体的に住宅施策を推進します。 

また、市民や地域団体・NPO 等、住宅関連事業者、市のそれぞれの役割を認識し、必要に応

じた連携・協力体制を構築し、互いに協力して取り組むことができるよう、情報交換や連携を

進めます。 

基本目標に関する成果指標 

本計画の施策を推進することで、市民の「誰もが安全・安心に住み続けられる」よう、次のよ

うに各基本目標に対して成果指標を定め、進捗管理を行なうとともに、成果を検証し、結果をホ

ームページ等で公表します。 

基本目標 現状値 目標値 

Ⅰ 安全な住まいづくり 

 

１ 

 

住宅の耐震化率 81.8％ 
令和２(2020)年 

１月１日 

耐震性が不十分な 

住宅を概ね解消*1 

令和８(2026)年 

１月１日 

Ⅱ 安心な住まいづくり 

２ 

住宅のバリアフリー

化率（一定のバリア

フリー化） 

42.8％ 

平成 30(2018)年 

住宅・土地 

統計調査 

50.0％ 

令和 10(2028)年 

住宅・土地 

統計調査 

Ⅲ 良質な住宅ストックの形成・維持 

 

３ 

 

市営住宅入居率 88.2％ 
平成 31(2019) 

年度末 
95.0％ 

令和 12(2030) 

年度末 

 

４ 

 

空家等率*2 1.2％ 

平成 29(2017)年度 

立川市 

空家等実態調査 

1.2％未満 

令和 12(2030)年度 

立川市 

空家等実態調査 

*1 東京都耐震改修促進計画と整合を図って改定される立川市耐震改修促進計画｟計画期間：令和３(2021)年度～

令和 12(2030)年度｠では、改定前の計画において、住宅の耐震化率を令和２(2020)年度末までに 95％の目標を

掲げていたが、令和７(2025)年度末までに「耐震性が不十分な住宅を概ね解消」と改めたことによる。 
 

         空家等総数 
*2 空家等率＝―――――――――― ×１００（％） 
       調査対象建築物数 
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令和３（2021）年３月 

立 川 市 

計画策定の背景と目的 

本市では、平成５（1933）年に住宅マスタープランをはじめ、第２次、第３次の住宅マスタープ

ランを策定し、住宅施策を展開するための指針としてきました。 

この間、人口減少社会の到来や社会経済情勢の変化に伴い、国は「住宅の量の確保」から「住宅

の質の向上」へ基本方針を転換し、住生活基本法制定以降も新たな法整備が進み、東京都も東京

都住宅マスタープランをはじめとした関連計画で住宅施策を推進しています。このような背景の

下、国や都の関連計画等と整合を図り、立川市第４次住宅マスタープランを策定するものです。 

期  間 

令和３（2021）年度を初年度とし、令和 12（2030）年度までの 10 年間を計画期間とします。 

現状と課題 

第３次住宅マスタープラン（改定版）の施策の実施状況や、今後の人口・世帯の動向、土地利用

や住宅・空き家等の状況を把握するとともに、「住まいの意識アンケート」により、住まいや住環

境に対する市民の意向を把握し、課題を以下のように整理しました。 

１ 災害への備え、安全性の確保 

２ 住宅セーフティネットの構築 

３ 高齢化に対応した住環境の整備 

４ 子育て世帯の定住促進 

５ 公営住宅の改善 

６ 公的賃貸住宅の適正な維持管理 

７ 住宅の長期活用の促進 

８ 環境との共生 

９ 空き家の有効活用 

10 情報提供・相談窓口の充実 



 

      

理念・目標   住宅施策の展開 

基本理念 基本目標  施策の方向 推進する施策 施策の内容（抜粋） 

 

多摩地域で発展を続け

る立川市は、多摩川や玉川

上水の清流に育まれ、豊か

な自然環境や歴史・文化が

共存するとともに、商業や

業務などの集積が図られ、

文化、研究、防災などの広

域的な都市機能が整備さ

れ、今なお拠点形成が進め

られています。 

このような本市の特性

を活かし、子どもから若

者、高齢者まで、すべて

の市民が愛着と誇りを持

って、地域で支えあい、

交流しながら、安全・安

心に、住み続けられるこ

とができる住まいづく

り・まちづくりを推進す

ることを、本市における

住宅施策の基本理念とし

ます。 

 

安全な住まいづくり 
 （１）住まいの耐震性の確保 

➀耐震性確保の必要性の普及啓発 

➁耐震診断の促進 

➂耐震改修等の促進 

・木造住宅耐震診断及び改修等助成事業の広報及び啓発を強化します。 

・木造住宅耐震改修等助成事業を推進します。 

・道路等に面しているブロック塀の撤去や倒壊防止対策を推進します。 

多摩直下地震、立

川断層帯地震による

住宅倒壊や火災被

害、異常気象による

風水害などから生活

を守る安全な住まい

づくりを推進しま

す。 

 （２）火災に対する安全性の確保 

➀耐火・防火改修促進 

➁火災予防機器等の普及 

➂安全な避難路等の確保 

・老朽木造住宅は、耐火・防火性能の向上を図ります。 

・高齢者火災予防機器給付助成事業を推進します。 

・延焼遮断帯となる公園や農地を確保します。 

 （３）風水害からの防災機能の向上 

➀ハザードマップ等の普及啓発 

➁住宅被害を支援するための補助の検討 

➂被災者の市営住宅の一時使用 

・防災ハンドブックを広報し、自助・共助の普及啓発に努めます。 

・補助制度を活用した、住宅被害を支援するための補助を検討します。 

・災害後の仮住まい先確保の事前準備について検討します。 

 
（４）防犯性の高い住まい 

・住宅地づくりの推進 

➀防犯性の高い住まいの普及 

➁地域における防犯活動の推進 

・ディンプルキーへの交換など、侵入盗を防ぐ対策を促進します。 

・地域における防犯パトロール、声掛け・見守り活動を支援します。 

 

安心な住まいづくり 
 

（１）セーフティネット及び公的住宅の 

連携による居住の安定確保 

➀住宅確保要配慮者に対する支援 

➁多様な公的住宅の連携による居住の安定確保 

・住宅確保要配慮者が住み続けることができるしくみを構築します。 

・都営住宅の地元割当募集を有効活用します。 

 
（２）高齢者・障害者に優しい 

住まいづくりの推進 

➀バリアフリー改修の促進 

➁高齢者・障害者が暮らしやすい居住環境整備 

➂新しい住まい方の普及啓発 

・介護保険による住宅改修給付金事業を推進します。 

・地域支えあいネットワーク事業を推進します。 

・シェア居住などの居住スタイルの普及啓発をします。 

 

低額所得者・高齢

者・障害者・子育て世

帯・外国人など、誰も

が安心して暮らせる

住まいづくりへの支

援を推進します。 

 
（３）子育て世帯が暮らしやすい 

住まいづくりの推進 

➀子育て支援住宅認定制度の普及促進 

➁市営住宅への子育て世帯の優先入居 

➂子育て世帯が暮らしやすい居住環境整備 

・子育て支援住宅認定制度(東京都)の普及啓発をします。 

・市営住宅の子育て世帯の入居枠の設定に努めます。 

・子育て世帯の住み替え相談など住宅確保のための支援を検討します。 

 （４）良好な地域コミュニティの形成 ➀協働・共生社会の構築 ・立川市協働推進基本指針に基づき、市民活動を支援します。 

 （５）健康に配慮した住まいづくりの推進 
➀健康被害対策 

②感染症対策 

・健康・快適居住環境の指針（東京都）の普及啓発を図ります。 

・感染症に関する住まいの最新情報の提供に努めます。 

 

良質な住宅ストック 

の形成・維持 

 （１）市営住宅等の適切な管理運営 
➀市営住宅の適正な維持管理 

➁借上げ型公営住宅の見直し 

・市営住宅長寿命化計画に基づく計画的な維持管理を実施します。 

・居住支援協議会設立に伴い展開される居住支援等を充実していきます。 

 

（２）住宅団地の更新等に対する誘導及び支援 ➀住宅団地の更新支援 ・既存住宅団地の課題解決を支援していきます。 

 

良質な住まいをつ

くり、きちんと手入

れして、長期間使っ

ていけるような住宅

ストックの形成・維

持を推進します。 

（３）マンションの適切な維持管理の推進 

①分譲マンションの管理の適正化 

➁専門家による支援 

➂マンションに関する諸制度の普及啓発 

➃管理組合のネットワークづくり 

・マンション管理士との連携による助言等の支援を実施します。 

・マンションアドバイザー制度の普及啓発をします。 

・東京都優良マンション登録表示制度などの普及啓発をします。 

・各管理組合が互いに情報交換できる場の創設を検討します。 

 （４）新築住宅の品質と住環境の確保 

➀住宅の品質の確保 

➁長期優良住宅の普及促進 

③住環境の確保 

・検査済証を取得しない建築主に対して指導します。 

・長期優良住宅認定制度（国）認定のメリットなどを情報発信します。 

・地区計画制度や建築協定等により、良好な住環境を保全・整備します。 

 
（５）既存住宅（中古住宅）の 

リフォーム利用・流通促進 

➀適切なリフォームの推進 

➁既存住宅（中古住宅）の流通促進 

・DIY や住宅リフォームの実施に係る情報提供を行います。 

・建物状況調査制度を普及啓発します。 

 （６）環境に配慮した住まいづくりの推進 

➀省エネルギー対策の推進 

➁再生可能エネルギー等の導入促進 

➂環境や自然などへの配慮 

・省エネの取組を呼びかけ、省エネの普及に向け、周知・啓発します。 

・国や東京都の支援制度について、周知・啓発します。 

・壁面・屋上等の建物緑化及び民有地緑化の推進を普及啓発します。 

 （７）空家等の適正管理の推進 

➀空家等の現状把握と発生抑制(予防) 

➁空家等の適正管理の促進 

➂特定空家等及び管理不全空家等に対する措置 

④空家等における利活用の促進 

・建築物所有者等の意識啓発を図り、空家等の発生抑制を目指します。 

・情報提供や各種支援策を通じて適正管理を促します。 

・周辺への悪影響が著しい空家等は、助言・指導などの措置を行います。 

・空家等及び跡地の利活用を促進します。 

 


